
令
和

年

月

日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 事業構成 本事業は、土地活用事業とＰＦ
Ｉ事業により構成され、土地活用事業を実施
する土地活用事業者とＰＦＩ事業を実施する
ＰＦＩ事業者の公募と選定を一体として行
う。
 事業場所 土地活用事業 東京都調布市調
布ケ丘１５１（電気通信大学調布団地東
地区構内）／ＰＦＩ事業 東京都調布市富士
見町２11３（電気通信大学調布団地西地
区構内）
 事業概要 土地活用事業 土地等の貸付け
手法（ＢＯＯ）による土地活用事業者所有施
設の施設整備業務（設計、建設等）、維持管
理業務、運営業務／ＰＦＩ事業 ＰＦＩ手法
（ＢＴＯ）による大学所有施設の施設整備業
務（設計、建設等）、維持管理業務、運営業
務
 事業期間 土地活用事業 土地活用事業契
約締結の日から土地活用事業者が提案する年
の３月31日までの間（ただし、施設整備業務
の期間を除く当該施設供用の期間は40年間か
ら70年間）／ＰＦＩ事業 ＰＦＩ事業契約締
結の日からＰＦＩ事業者が提案する年の３月
31日までの間（ただし、施設整備業務の期間
を除く、当該施設供用の期間は、20年間から
40年間）とする。

３）応募企業又は応募グループの構成員及び
協力会社の資格等要件 応募企業又は応募
グループの構成員及び協力会社の資格等要
件は問わない。
※上記１）から３）の各要件を総称して「応
募資格」という。
４）応募資格確認基準日 応募資格確認の基
準日は、応募表明書及び応募資格確認申請
書の提出期限の日とする。
５）応募企業又は応募グループの構成員及び
協力会社の変更等 応募資格の確認後は、
応募企業又は応募グループの構成員及び協
力会社の変更は、原則として認めない。た
だし、やむを得ない事情（合併、分社、倒
産等）が生じ、応募企業又は応募グループ
の構成員及び協力会社を、提案書の提出期
限の日までに変更（応募グループの構成員
及び協力会社の削除又は追加並びに予定業
務の変更等）しようとする者にあっては、
本学と事前協議を行い、本学の承諾を得る
とともに、変更後において前記１）、２）
に示す応募資格を満たすことが確認できる
場合に限り、応募企業又は応募グループの
構成員及び協力会社の変更をすることがで
きる。なお、この場合においては、速やか
に、応募企業又は応募グループの構成員及
び協力会社の変更届を本学に提出するこ
と。

 ＰＦＩ事業の応募者は、応募企業又は
応募グループの構成員以外の者で、事業
開始後、ＰＦＩ事業者から直接業務を受
託し、又は請け負うことを予定している
者（以下「協力会社」という。）について
も、それぞれが本事業の実施において果
たす役割を応募表明書及び応募資格確認
申請書の提出時において明らかにするこ
と。
 応募企業又は応募グループの構成員及
び協力会社には、設計に当たる者、建設
に当たる者、工事監理に当たる者、維持
管理に当たる者、運営に当たる者が必ず
含まれていること。なお、維持管理に当
たる者、運営に当たる者には、ＰＦＩ事
業者使用施設（任意）の維持管理に当た
る者、運営に当たる者を含むものとする
が、直接のＰＦＩ事業者使用施設（任意）
の維持管理に当たる者、運営に当たる者
が未定の場合にあっては、ＰＦＩ事業全
体の維持管理業務に当たる者、運営に当
たる者が兼ねることができるものとし、
本学の承諾を条件に、供用開始３か月前
までに直接のＰＦＩ事業者使用施設（任
意）の維持管理に当たる者、運営に当た
る者に再委託することでもよいものとす
る。また、建設に当たる者については、
施設整備業務のうち既存施設の解体撤去
業務の開始３か月前までに、以下の２）、
３）の要件を満たす者であることを条件
とし、本学による確認を受けることでも
よいものとする。

２ 応募者が備えるべき要件等
 土地活用事業
１）土地活用事業の応募者の構成等要件
 土地活用事業の応募者は、単独企業（以
下「応募企業」という。）又は複数の企業
によって構成されるグループ（以下当該
グループを「応募グループ」といい、応
募グループを構成する企業を「応募グ
ループの構成員」という。）とする。なお、
応募グループの場合にあっては、応募グ
ループの構成員の中から応募手続を代表
して行う企業（以下「代表企業」という。）
を定めるものとする。
 土地活用事業の応募者は、応募に当た
り、応募企業又は応募グループの構成員
のそれぞれが本事業の実施において果た
す役割を応募表明書及び応募資格確認申
請書の提出時において明らかにするこ
と。

 土地活用事業の応募者は、応募企業又
は応募グループの構成員以外の者で、事
業開始後、土地活用事業者から直接業務
を受託し、又は請け負うことを予定して
いる者、あるいは、土地活用事業者から
転貸定期借地権設定を受けて土地活用事
業を土地活用事業者と共同で遂行する者
（以下「協力会社」という。）についても、
それぞれが本事業の実施において果たす
役割を応募表明書及び応募資格確認申請
書の提出時において明らかにすること。
 応募企業又は応募グループの構成員及
び協力会社には、運営に当たる者（土地
活用事業全体を責任を持って遂行する
者、事業期間にわたって大学との連携を
責任を持って遂行する者）が必ず含まれ
ていること。

２）応募企業又は応募グループの構成員及び
協力会社の応募等要件 応募企業又は応募
グループの構成員及び協力会社のいずれも
が、以下の要件を満たすこと。
 「会社更生法」（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てをしてい
ない者、「民事再生法」（平成11年法律第
225号）に基づき再生手続開始の申立て
をしていない者、又は「破産法」（平成16
年法律第75号）に基づき破産手続開始の
申立てがなされていない者であること。
なお、「会社更生法」に基づき更生手続開
始の申立てをした者、「民事再生法」に基
づき再生手続開始の申立てをした者に
あっては、手続開始の決定がなされた後
に文部科学省の審査を受けた一般競争参
加資格の再認定を受けている者であるこ
と。
 本学が本事業について、導入可能性調
査業務及びアドバイザリー業務を委託し
た株式会社佐藤総合計画（東京都墨田区）
及び株式会社佐藤総合計画が本アドバイ
ザリー業務において提携関係にある石井
法律事務所（東京都千代田区）又はこれ
らの者と資本関係若しくは人的関係にお
いて関連がある者でないこと。
 応募企業又は応募グループの構成員及
び協力会社のいずれかが、他の応募企業
又は応募グループの構成員及び協力会社

となっていないこと。また、応募企業又
は応募グループの構成員及び協力会社の
いずれかと資本関係若しくは人的関係に
おいて関連がある者が、他の応募企業又
は応募グループの構成員及び協力会社に
なっていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する建設業者又はこれに準ずる
ものとして、文部科学省発注工事等から
の排除要請があり、当該状態が継続して
いる者でないこと。

 ＰＦＩ事業
１）ＰＦＩ事業の応募者の構成等要件
 ＰＦＩ事業の応募者は、単独企業（以
下「応募企業」という。）又は複数の企業
によって構成されるグループ（以下当該
グループを「応募グループ」といい、応

募グループを構成する企業を「応募グ
ループの構成員」という。）とし、応募企
業又は応募グループの構成員は、特別目
的会社に必ず出資する者であることとす
る。なお、応募グループの場合にあって
は、応募グループの構成員の中から応募
手続を代表して行う企業（以下「代表企
業」という。）を定めるものとする。
 ＰＦＩ事業の応募者は、応募に当たり、
応募企業又は応募グループの構成員のそ
れぞれが本事業の実施において果たす役
割を応募表明書及び応募資格確認申請書
の提出時において明らかにすること。
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